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道路維持管理を取り巻く経緯・状況1
国道（国管理）の維持管理は、2010 年より「国が管理する

一般国道及び高速自動車国道の維持管理基準（案）」（以下、「基
準（案）」という。）に基づき実施されている。毎年、マネジメ
ントサイクル（維持管理に関する PDCA サイクル）（図 1）に
より作業量や評価指標の関係を分析・評価し、改善に向けた検
証が実施され、2013 年には現行の基準（案）に見直し、運用
されているところである。

基準（案）に基づく PDCA による検証では、「道路巡回」を
例にすると、作業量（アウトプット）である日常巡回による路
面の異状・障害の発見・処理件数は年間 70 ～ 80 万件で推移
しているものの、評価指標（アウトカム）の路面の異状・障害
に関する“管理瑕疵”及び“意見要望”の件数は、増加又は
横ばいで推移し、低減はしていない 1)。また、ポットホールに
関する意見・要望件数を月毎にみると、台風が頻発する 10 月、
気温差による凍結融解の発生する 3 月に件数が増加している
（図 2）。このように、意見要望が気象条件に左右されることや、
特定の地域・時期等に多くなる傾向があることなども分析によ
り確認されている。また、基準（案）が運用されてから約 10
年が経過し、経年的に検証する中で見えてきた課題として、統
一的な基準を設定する一方で、現地の状況に応じた維持管理が
重要であることが認識されており、地域属性や季節変動を考慮
した基準（案）の見直しや弾力的な運用が求められている。

一方、道路の維持管理に関しては、増加する道路施設の老朽
化、国が管理する道路延長の増加、頻発化かつ激甚化する災害・
豪雪への対応等により業務量は増加しているとともに、維持管
理に従事する建設業就労者の高齢化や担い手不足などの課題が
あり、さらなる維持管理の高度化・効率化が求められている。

このような状況を踏まえて、2020 年 5 月、「国道（国管理）
の維持管理等に関する検討会」（以下、「検討会」という。）に
おいて中間とりまとめが提言された 1)。その中で、維持管理は、
地域属性や季節変動に配慮した弾力的な運用を行うとともに、

限られた人員・予算の中で道路の安全・安心を確保し、道路サー
ビスレベルの維持・向上を図るために、進展が著しい ICT（情
報通信技術）等の新技術の積極的な活用、地域や民間等との連
携促進により維持管理の高度化・効率化を図る必要性が示さ
れた。

本稿では、道路の維持管理の高度化・効率化のこれまでの取
組を概観し、特に ICT に着目した先進的な取組を踏まえ従来
の事後対応から計画的対応への転換を図り、維持管理の高度
化・効率化すなわち DX（進化した ICT 技術により生活や仕事
等が快適に変革すること）に向けた ICT 技術の活用方策につ
いて提言を行うものである。

道路維持管理の効率化に向けた課題及び
対応策2

ICT 等の新技術の積極的な活用、地域や民間等との連携促進

図 1　国道の維持管理に関するマネジメントサイクル

情報の統合化・可視化で業務プロセスの改善を
図る

道路の情報統合化、分析・評価

道路の維持管理計画立案（見直し）

道路の情報収集・状況把握

情報収集・状況把握の効率化・高度化で
緊急時の情報共有、対応の迅速化を図
る

道路の維持作業

作業の自動化等で、作業の効率化と安
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図 2　月別地域別管理延長あたりの路面補修（ポットホール）に関する
意見・要望件数（平成 29 年度）1)
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による維持管理の高度化・効率化により、地域属性や季節変
動を考慮した弾力的な運用を行う上で、国道の管理状況につ
いては、引き続きデータを収集・分析し、エビデンスに基づ
く PDCA サイクルを回していくことが重要である。本章では、
各マネジメントサイクルにおける主な現状の課題及び対応策を
述べる。

（１）「道路の情報収集・状況把握」分野における課題
維持管理の弾力な運用を進め高度化・効率化を図るためには、

より地域毎・季節毎のより詳細な分析が必要である。しかしな
がら、例えば、評価指標である意見・要望データには路線番号・
距離標が付与されているが、管理瑕疵データは路線番号・地先
までであったり、月別に集約されている等、現状において分析
に用いるデータの時間的・空間的分解能が十分ではないという
課題がある。

また、巡視・監視・点検時に取得したデータ処理に関する作
業負担という課題がある。例えば、維持作業状況の記録に関し
ては、出張所や受託維持業者などによりまちまちであり、紙ベー
スによる記録の場合もある。基準（案）の分析で収集している
維持管理作業データは、国道事務所・出張所において、これら
の各現場の記録を整理・集計し、統一様式に入力したデータを
全国で集約して分析しているが、国道事務所・出張所の道路管
理者の作業負担も大きいところである。

以上の課題をふまえ、「道路の情報収集・状況把握」分野に
おいては、地域や民間等との連携促進を進めて作業負担を減ら
すとともに、少なくとも以下の機能を有する ICT 等の新技術
が必要となる。
・他のデータとリンクさせた要因分析を可能とするため、緯度

経度等の位置情報及び時刻が付与されている
・巡視・監視・点検時に把握した情報を自動保存・共有する

（２）「情報統合化・評価、維持管理計画立案（見直し）」分野
　　における課題

維持管理の弾力的な運用を検討するためには、より詳細な分
析・評価が必要であり、緯度経度・時刻情報を持つ維持管理に
関するデータと道路特性や周辺環境（気象状況、季節、交通状
況、沿道状況、土地の成り立ち等）等との関係を、分析する必
要がある。

また、検討会の中間とりまとめにおいても“データ収集・分
析を進めることで、維持管理における現行の受動的・事後保全
的な取組から、能動的・予防保全的な取組への移行を図るべき”
とされている。現状では受動的・事後保全的な維持管理に止まっ
ているところであるが、より高度な分析・評価、能動的・予防
保全的な維持管理計画のためには、地理空間情報と組合せた可
視化が必要となる。

以上の課題をふまえ、「情報統合化、分析・評価、維持管理
計画立案（見直し）」分野においては、少なくとも以下の機能
に関する ICT 等の新技術が必要となる。
・維持管理データと、道路特性データ、点検記録、気象データ、

地理空間情報等の様々なデータを蓄積し、各種情報のデータ

ベースとリンクする
・様々なデータと地理空間情報の重ね合わせにより可視化する

ICT 等の新技術を活用した取組事例を
踏まえた高度化・効率化方策の展開3

本章では、前章までに述べた維持管理の高度化・効率化に向
けた現状の課題への対応について、「道路の情報収集・状況把
握」分野における先進的な取組事例を紹介するとともに、効率
的・効果的な維持管理の実施を目的とした「情報統合化・評価・
維持管理計画立案（見直し）」分野における道路維持管理プラッ
トフォームの提案を行う。

3.1 「道路の情報収集・状況把握」分野における ICT 等の新技
　　術を活用した取組事例

「道路の情報収集・状況把握」分野において実施・検討され
ている ICT 等の新技術は、道路管理者、維持管理業者、住民
向けに、車載カメラや AI（人工知能）等を用いるものがある（表
-1）。いずれも 2 章で述べた効率的・効果的な維持管理に必要
となる、緯度経度情報等の位置情報の付与、情報の自動保存・
共有化に対応するものである。

ここでは、そのうち「道路巡回支援システムの効率化」、「車載
カメラ映像の共有化・緊急時のリアルタイム化」、「SNS 等を
活用し住民からの情報を共有化」に関する事例について述べる。

表 1    道路維持管理（「道路の情報収集・状況把握」分野）
          に関する ICT 等の新技術を活用した事例

※ 1 CCTV：道路管理用の監視カメラ
※ 2 SNS: 登録した利用者同士が交流できる Web サービス

ICT 等の新技術（実施機関） 主な対象
道路巡回支援システムの効率化

（取得情報のリアルタイム・共有化等）
（国、地方自治体）

道路管理者
維持管理業者

車載カメラ映像の共有化・緊急時の
リアルタイム化（国、地方、民間）

道路管理者
維持管理業者

CCTV※ 1 画像の AI 分析による交通障害等の
自動検知（国） 道路管理者
AI を活用し、画像から舗装損傷を自動検知
する技術（国、地方自治体、民間）

道路管理者
維持管理業者

緊急時の被災箇所の情報共有（国） 道路管理者・住民
SNS ※ 2 等を活用し住民からの情報を共有化

（国、地方自治体） 道路管理者・住民

（１）道路巡回支援システムの効率化
国土交通省では、巡回時等に確認した異常の状況（現場写真、

コメント等）、位置等を携帯しているタブレット等を用いて記
録し、クラウドやサーバー上へ保存し、保存された情報を道路
管理者が閲覧可能なシステムを開発している（図 3）。

このシステムは、道路管理者が現場の状況をリアルタイムで
確認出来るため、対応方法の指示の迅速化や、保存された情報
から自動で日報作成が可能となり、業務の効率化、省力化が図
られる。また、異常箇所の情報には、時刻や緯度経度等の位置
情報が付与されることから、他のデータと組合せたより詳細な
分析・評価や蓄積される情報から将来の異常事象の発生予測に
よる予防保全的維持管理計画の作成が可能となる。
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図 3　道路巡回システムのイメージ 1)
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（２）車載カメラ映像共有化・緊急時のリアルタイム化
国土交通省で検討している車載カメラの映像を用いたシステ

ムは、3 面カメラで 180°画角のフル HD 映像を取得し、前回
走行時のデータと比較することで舗装の異常等を自動で検知す
るシステムである（図 4）。（１）の事例で述べた緯度経度情報
の付与、情報の蓄積・共有の自動化・リアルタイム化の他に、
舗装の異常や落下物を自動検知することで、異常の見落としを
防止し管理瑕疵を予防することができる。また、走行時に重大
な異常や損傷を発見した場合には「緊急ボタン」を押すことで、
撮影した映像を道路管理者や補修業者と共有し対応を検討する
ことが可能である。

図 4　車載カメラ映像共有化システムのイメージ 1)

記録映像をクラウドで共有
過去映像と比較

損傷発見時
に発報
（走行時）

車載器（映像記録・通信）

操作リモコン

カメラシステム 緊急通報システム

３面ビューワーシステム 損傷自動検知システム

映像データを
ＰＣで解析
（走行後）

３カメラ

ポットホール等を検知

３画面を同時再生

３軸センサー

ＧＰＳで位置情報を表示

（３）SNS 等を活用し住民からの情報を共有化
近年、地方自治体において、舗装等の施設の老朽化、職員数

や予算の削減という背景の中、効率的な維持管理を目的に、ス
マートフォンや LINE や Twitter 等の SNS を活用した地域と
の連携促進による維持管理が進められている。地方自治体によ
る主な取組事例を表 -2 に示す。

いずれの事例も、住民らが異常箇所を発見し、各システムに
より道路管理者へ現場の写真とともに通報し、道路管理者が通
報情報を元に対応を行うものである。対応結果等が住民と共有
される。主な効果としては、これまでの電話等での通報と比較
し、位置情報や写真が付与されることにより、異常箇所や状況
がすぐ分かるため迅速な対応が可能となることである。

表 2　地方自治体の SNS 等を活用した維持管理に関する通報受付
          システムの取組事例

事例 地方自治体
Twitter を活用した道路異常箇所の通報 2) 神奈川県平塚市
LINE を活用した道路異常箇所の通報 3) 福岡県福岡市
スマートフォンによる道路異常情報通報 4) 千葉県千葉市

3.2 道路維持管理の高度化・効率化に向けたプラットフォーム 
      技術の提案

前節で紹介した取組は、それぞれの地域の ICT 等の新技術
の導入事例である。これら先進的な取組は、他の地域への横展
開によりさらに高度化・効率化が図られると考える。更に、維
持管理における DX を実現するためには、2 章で述べたように、
収集した情報を統合化し、道路や道路周辺の情報を地理空間情
報を用いて可視化していくことが必要である。

そこで本節では、その基盤となるプラットフォーム技術の概
要を述べた上で、第 1 段階の試行として構築した舗装アセッ
トマネジメントの支援ツールを紹介し、道路管理者が維持管理
計画の立案のために道路維持管理プラットフォームが活用でき
ることを念頭に置いた提案を行う。なお、プラットフォームの
イメージ、プラットフォームと前節で述べた道路巡回システム
等の「道路の情報収集・状況把握」分野における新技術及び舗
装アセットマネジメント支援ツールの関係を図 5 に示す。

道路維持管理プラットフォームは、「巡回」、「清掃」、「除草」、
「剪定」、「除雪」を主とした維持管理の巡視・監視・点検情報
や舗装や橋梁等の個別施設データ（施設台帳、点検記録、補修
履歴等）、それらに関する管理瑕疵、意見要望データを一元化
して蓄積し、例えば全国道路・街路交通情勢調査による交通量・
旅行速度データ等の道路に関する様々な既存のデータベースや
地形・気象データ、地理空間情報とリンクするデータベースで
ある。道路維持管理プラットフォームの目的は、各種データを
重ね合わせて地理空間情報やグラフ等で可視化することにより、
異常が発生しやすい箇所・時期等を把握し、マネジメントサイ
クルにおける改善や予防保全的な維持管理計画を立案しより効
果的・効率的な維持管理に資することである。

道路維持管理プラットフォームの構築に向け、第 1 段階の
試行として舗装アセットマネジメント支援ツール（以下、「ツー
ル」という。）を構築した。なお、ツールは過年度に一般財団

図 5　道路維持管理プラットフォームイメージ 
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法人国土技術研究センターが受注した業務において作成した。
活用データは以下である。
・舗装の点検記録：ひび割れ率、わだち掘れ量、IRI（道路の

平坦性）5) の点検結果をキロポストで記録。
・補修履歴・補修計画：補修工事履歴・補修工事計画の区間情

報、工事延長、工事車線数、工事内容を属性値として記録。
・路面状況に関する苦情要望データ：ポットホール、段差、振

動等に関する情報を道路のキロポストで記録。
・地理空間情報：道路基盤地図情報（道路区域内の地物に関す

るベースマップ）及び国土地理院地図（地形図、写真、標高、
地形分類、災害情報等のベースマップ）

構築したツール画面の一例を図 6 に示す。路線番号、起点・
終点 KP（キロポスト）を入力すると、点検記録データによる
舗装の損傷レベル（4 段階）が道路上に縦断方向 5 ｍピッチ
でレベル毎に色分けして表示され、また、当該区間の各損傷レ
ベル、ひび割れ率（3 段階）、わだち掘れ量（3 段階）、IRI（3
段階）の集計結果が面積換算で表形式で表示される。さらに、
苦情要望履歴が地図上に重ね合わされ、補修履歴・補修計画が
道路面と重ならないようオフセット表示される。

図 6　舗装アセットマネジメント支援ツール（試作版）

4

２）舗装劣化レベルの集計結果 ※集計結果・面積換算（件数×単位延長（5m）×単位幅員
（3.5m））

集計対象路線 起点
KP

終点
KP

損傷レベ
ル I

損傷レベ
ル II

損傷レベ
ル

III-1

損傷レベ
ル

III-2
ひび割れ

I
ひび割れ

II
ひび割れ

III
わだち掘

れ
I

わだち掘
れ
II

わだち掘
れ
III

ＩＲＩ
I

ＩＲＩ
II

ＩＲＩ
III

一般国道●号
-現道-上り 335.9 336.4 2660.0 3920.0 140.0 0.0 6580.0 0.0 140.0 6720.0 0.0 0.0 2660.0 4060.0 0.0

一般国道●号
-現道-下り 335.9 336.4 875.0 4095.0 122.5 0.0 4375.0 717.5 0.0 4952.5 140.0 0.0 1242.5 3727.5 122.5

路面性状調査結果 補修履歴・補修計画 苦情要望履歴

道路中心線、測点をもとに、車道
部を車線ごと、延長5mごとに区

分したセルを作成し、路面性状
調査結果により色分け

起終点kpをもとに補修区間の線

を作成し、道路面と重ならないよ
うオフセット表示

受付記録に記載されたkp値を位
置座標に変換して地図上に配置

ＩＲＩ計測
Ⅰ健全（3mm/m未満）
Ⅱ表層機能保持段階（3mm/m以上）
Ⅲ修繕段階（8mm/m以上）

ＩＲＩ計測
Ⅰ健全（3mm/m未満）
Ⅱ表層機能保持段階（3mm/m以上）
Ⅲ修繕段階（8mm/m以上）

＜凡例＞

Ⅰ健全（3mm/m未満）

Ⅱ表層機能保持段階（3mm/m以上）

Ⅲ修繕段階（8mm/m以上）

一般国道●号
（現道）336.4KP

一般国道●号
（現道）335.9KP

路面の振動について

例えば、図 6 の区間においては、交差点付近の中央車線の
IRI 計測値がⅢ修繕段階（8mm/ ｍ以上）である。苦情・要望
履歴では「路面の振動」に関する履歴が確認できる。この苦情
要望箇所については、2018 年度に実施した舗装改良工事の境
目に位置することから、「舗装継ぎ目による段差」が振動発生
要因の可能性の 1 つとして推測される。

IRI 劣化箇所と苦情要望（振動）箇所の 2 箇所とも、2021
～ 2022 年度に補修が計画されていることが確認できる。こ
のことから、他の区間よりも、IRI 劣化箇所と苦情要望（振動）
箇所に該当する区間の舗装補修工事を優先的に実施することで、
周辺住民や道路利用者へのサービス向上と、舗装の予防的保全
による LCC（ライフサイクルコスト）低減への効果が期待さ
れる。また、国土地理院地図（治水地形分類図）との重ね合わ
せの結果、旧河道部分において補修後比較的短期間で健全性が
低下している箇所が確認できた。今後の経過観察の結果によっ

ては、路床路盤部分の改良も検討すべきこと推察される。
このように、舗装の点検記録、補修履歴・補修計画、苦情要

望をシステム連携（分析）し、地理空間情報と重ね合わせて可
視化することにより、優先順位や補修内容、時期等の補修計画
の見直し等への活用が期待される。また、データを蓄積・分析
することで舗装劣化周期の早い区間を特定し、舗装劣化要因（大
型車重交通、軟弱地盤、地下埋設・工作物など）を調査、推定
することで、より効果的な補修計画の立案などに有効利用され
ることが期待される。

ツールによる試行として上記の成果が得られた。現状では、
時間的・空間的分解能が十分ではない維持管理データについて、
前節で述べた新技術の活用により緯度経度情報を持たせ、自動
保存・共有化を図り、更に、道路維持管理プラットフォームに
より、より広い情報を一元化して蓄積・分析し、道路基盤地図
情報・国土地理院地図上で可視化することが、能動的・予防保
全的な維持管理計画策定につながり、より効果的・効率的な維
持管理に有効であることが示唆された。

おわりに4
地方整備局の出張所での実際の維持管理作業は、「基準（案）」

を基に管理区間内の地域の気象状況や個々の地形・地質・路面・
沿道利用・住民状況等の様々な情報を勘案し限られた予算の
中で維持・修繕箇所が選択され作業が行われている。道路維持
管理プラットフォームは、維持管理に関係する様々な情報を統
合・可視化しデータとして残し関係者間で共有・分析されるこ
とで、今後 10 年の間に大量に退職の時期を迎える官・民の熟
練技術者が長年蓄積・継承し、培った技術の伝承が可能となる。

令和 2 年 12 月に政府より「防災・減災・国土強靭化のため
の 5 か年加速化対策」においてインフラの DX の推進が打ち
出されたところであり、道路維持管理においてもより一層の
DX への加速化・深化が求められている。

今回、第一段階として、舗装アセットマネジメント支援ツー
ルとして道路維持管理プラットフォームの活用の概要を提案し
た。今後は、舗装における予防保全型の舗装管理の実現と、例
えば地理空間情報における土地の高さ情報を用いた浸水被害等
の防災への対応等、地理空間情報を用いて行政目的を達成する
ための DX の活用の提案を融合させ、より効果的・効率的な維
持管理ツールとして地方整備局等の現場での実装化を目指し、
さらなる検討を進めて参りたい。
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